
令和３年３月３１日 

平川市告示第６５号 

 

平川市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、別に定めがあるもののほか、介護保険法（平成９年法律第１２３

号。以下「法」という。）第１１５条の４５第１項に規定する介護予防・日常生活支

援総合事業（以下「総合事業」という。）の実施に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

 （用語の定義） 

第２条 この告示における用語の定義は、この告示において定めるもののほか、法、介

護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「省令」という。）、介護予

防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針（平成２７年厚生

労働省告示第１９６号）及び地域支援事業実施要綱（平成１８年６月９日老発第０６

０９００１号厚生労働省老健局長通知「地域支援事業の実施について」別紙）の例に

よる。 

 （事業の目的） 

第３条 総合事業は、市が中心となって、地域の実情に応じ、住民等の多様な主体が参

画して多様なサービスを充実することにより、地域において支え合うことができる体

制の構築を推進し、もって要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とす

ることを目的とする。 

（総合事業の内容） 

第４条 市長は総合事業として、次に掲げる事業を行う。 

（１） 介護予防・生活支援サービス事業（第１号事業） 

ア 訪問介護相当サービス （指定事業者により実施する旧介護予防訪問介 護

に相当するもの） 

イ 訪問型サービスＡ(指定事業者により実施する旧介護予防訪問介護の基準 を

緩和したもの)  

ウ 訪問型サービスＢ(住民主体による支援)  

エ 通所介護相当サービス（指定事業者により実施する旧介護予防通所介護 

 に相当するもの） 



オ 通所型サービスＡ(指定事業者により実施する旧介護予防通所介護の基準を緩

和したもの) 

カ 通所型サービスＢ(住民主体による支援)  

キ 通所型サービスＣ（短期集中事業） 

 ク ケアマネジメントＡ（介護予防支援と同様のケアマネジメント） 

ケ ケアマネジメントＢ（担当者会議等を省略したケアマネジメント）  

コ ケアマネジメントＣ（初回のみの介護予防ケアマネジメント） 

（２） 一般介護予防事業 

ア 介護予防把握事業 

   イ 介護予防普及啓発事業 

   ウ 地域介護予防活動支援事業 

   エ 一般介護予防事業評価事業 

   オ 地域リハビリテーション活動支援事業 

２ 前項第１号に規定するサービスの指定事業者の指定等に関する事項及びサービスに

関する基準等については別に定める。 

（総合事業の利用申請及び決定） 

第５条 事業対象者が、第１号事業を利用しようとする時は、平川市介護予防・日常生

活支援総合事業利用申請書（様式第１号）に実施した基本チェックリストを添えて市

長に申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請があったときは、内容を審査し、平川市介護予防・日常生活支

援総合事業利用決定（却下）通知書（様式第２号）を交付する。利用が決定した場合

は、事業対象者である旨及び基本チェックリスト実施日、担当地域包括支援センター

名を記載した被保険者証を交付する。 

３ 要支援者及び前項の利用が決定した者（以下「利用者」という。）は、市長に介護

予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書（様式第３

号）を提出するものとする。 

 （総合事業に係る費用の額） 

第６条 総合事業に係る費用の額は、別表第１に定める。 

２ 前項に定めるもののほか、総合事業に係る費用に関し必要な事項は、別に定める。 

 （総合事業に係る支給費の額） 

第７条 市長は、指定事業者が行う総合事業の利用者に対し、次の各号に掲げるサービ

ス事業の種類に応じ、当該各号に定めるところによりサービス事業支給費(法第１１５



条の４５の３第１項の第１号事業支給費をいう。以下同じ。)を支給するものとする。 

（１) 訪問型サービス及び通所型サービス 別表第１に定める単位数に次項の１単位

当たりの単価を乗じて得た額の１００分の９０(法第５９条の２に規定する一定以

上の所得を有する者にあっては、１００分の８０又は１００分の７０)とする。 

（２) 介護予防ケアマネジメント 別表第１に定める単位数に次項の１単位当たりの

単価を乗じて得た額の１００分の１００とする。 

２ １単位当たりの単価は、１０円とする。 

３ 市長は、法第１１５条の４５の３第３項の規定に基づき、サービス事業を利用した

居宅要支援被保険者等に代わり、指定事業者にサービス事業支給費を支払うものとす

る。 

４ 市長は、法第１１５条の４５の３第６項の規定に基づき、同条第５項に規定する審

査及び支払に関する事務を国民健康保険法(昭和３３年法律第１９２号)第４５条第５

項に規定する国民健康保険団体連合会に委託するものとする。 

 （支給限度額） 

第８条 支給限度額の算定は法第５５条に規定する介護予防サービス費等に係る支給限

度額と同額とする。事業対象者に係る支給限度額は、要支援状態区分の要支援１と同

額にする。ただし、退院直後等の事由により集中的にサービスを利用することが自立

支援につながると考えられる場合は、要支援２の支給限度額とすることができる。 

２ 前項ただし書きに該当する場合は、事業対象者における区分支給限度額変更申請書

（様式第４号）を平川市に届け出るものとする。 

３ 総合事業の利用者が法第５２条に規定する予防給付を利用している場合は、総合事

業及び予防給付の限度額を一体的に算定する。 

４ 事業対象者については、支給限度額を算定する事業は、指定事業者によるサービス

事業に限る。 

 （利用料） 

第９条 利用者は、別表第２に定める利用料を負担する。 

２ 総合事業の実施に際し、食事代その他実費が生じるときは、その費用は利用者の負

担とする。 

３ 第１項の利用料及び前項の実費は、利用者が総合事業を実施する機関に直接納付す

る。 

 （高額介護予防サービス費等相当事業等の実施） 

第１０条 市長は、法第６１条に規定する高額介護予防サービス費及び法第６１条の２



に規定する高額医療合算予防サービス費の支給に相当する額（以下「高額介護予防サ

ービス費等相当額」という。）を支給するものとする。 

２ 前項に掲げる高額介護予防サービス費等相当額の支給要件、支給額は高額介護サー

ビス費等の例によるものとする。 

 （保険料滞納者に係る支払方法の変更） 

第１１条 市長は、利用者が、保険料の納付期限から１年が経過するまでの間に当該保

険料を納付しない場合においては、当該保険料の滞納につき災害その他の介護保険法

施行令(平成１０年政令第４１２号)第３０条に規定する特別の事情(以下単に「特別の

事情」という。)があると認める場合を除き、法第１１５条の４５の３第３項の規定を

適用しないことができる。 

 （保険給付の支払の一時差止） 

第１２条 市長は、総合事業による給付を受けることができる利用者が保険料を滞納し

ており、かつ、当該保険料の納付期限から１年６か月が経過するまでの間に当該保険

料を納付しない場合においては、特別の事情があると認められる場合を除き、サービ

ス事業支給費の全部又は一部の支払を一時差し止めることができる。 

 （支給制限） 

第１３条 市長は、利用者に保険料徴収権消滅期間があるときは、法第６９条の例によ

り、サービス事業支給費の支給を制限することができる。 

２ 総合事業による支給を受けることができる利用者が前項による給付額減額等の記載

を受けている場合において、当該記載を受けた日の属する月の翌月の初日から当該給

付額の減額期間が経過するまでの間に利用した指定事業者による総合事業に係るサー

ビス事業支給費に係る第７条の規定の適用については、同条第１項第１号中「１００

分の９０」又は「１００分の８０」とあるのは「１００分の７０」と、「１００分の

７０」とあるのは「１００分の６０」とする。 

 （保険給付の制限等に関する要綱の適用） 

第１４条 前３条に定めるもののほか、保険料を滞納している利用者に係る措置につい

ては、法及び平川市介護保険料滞納に係る保険給付制限取扱要綱(平成２７年３月３１

日平川市告示第４５号)の規定による保険給付の制限等の例によるものとする。 

 （事業対象者の有効期間） 

第１５条 事業対象者の特定の有効期間は、定めないものとする。 

 （委任） 

第１６条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 



附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日から令和３年９月３０日までの間は、別表第１中基本報酬に規

定する単位数について、当該単位数に１００１／１０００を乗じた単位数とする。 

（施行期日） 

３ この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

４ この告示は、令和４年１１月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第１（第６条関係） 

区分 単位数・金額 対象者 

訪問介

護相当 

サービ

ス 

イ 週１回程度の利用《基本報酬》 1,176 単位 

(１月につき) 

事業対象

者 

要支援１ 

要支援２ 

ロ 週２回程度の利用《基本報酬》 2,349 単位 

(１月につき) 

事業対象

者 

要支援１ 

要支援２ 

ハ 週２回を超える程度の利用《基本報酬》 3,727 単位 

(１月につき) 

事業対象

者 

要支援２ 

ニ 初回加算 200 単位 

(１月につき) 

事業対象

者 

要支援１ 

要支援２ 

ホ 生活機能向上連携加算(１月につき) 

 （１） 生活機能向上連携加算(Ⅰ) 100 単位 

（２） 生活機能向上連携加算(Ⅱ) 200 単位 

ヘ 特別地域訪問介護相当サービス加算 

   

基本報酬に 15/100

を乗じて得た単位数 

(１月につき) 

ト 中山間地域等における小規模事業所加算 基本報酬に 10/100

を乗じて得た単位数 

(１月につき) 

チ 中山間地域等に居住する者へのサービス

提供加算 

基本報酬に 5/100 を

乗じて得た単位数 

(１月につき) 

リ  介護職員処遇改善加算(１月につき) 

 （１） 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) 所定単位の 137/1000 

（２） 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) 所定単位の 100/1000 

（３） 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) 所定単位の 55/1000 



ヌ 介護職員等特定処遇改善加算（１月につき） 

 （１） 介護職員等特定処遇改善加算

(Ⅰ) 

所定単位の 63/1000 

（２） 介護職員等特定処遇改善加算

(Ⅱ) 

 

所定単位の 42/1000 

ル 介護職員等ベースアップ等支援加算 基本報酬に 24/1000

を乗じて得た単位数 

（１月につき） 

注１ 単位数に１０円を乗じて得た額をサービス費用として支給する。(以下この

別表において同じ。)  

注２ 平川市認定ヘルパー養成講座の修了者が身体介護に従事した場合は、当該月

においてイからヌを算定しない。 

注３ ホの算定要件等については、平成３０年度介護報酬改定後の訪問介護におけ

る生活機能向上連携加算の取扱に準ずる。  

注４ イからハまでについて、事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物

の利用者２０人以上にサービスを行う場合は、所定単位数に 90/100 を乗じ

る。なお、建物の範囲については、平成３０年度介護報酬改定後の訪問介護に

おける取扱に準ずる。 

注５ リ及びヌについて、所定単位はイからチまでにより算定した単位数の合計。

なお、(Ⅳ) (Ⅴ)については、給付において廃止される同時期において廃止す

る。 

注６ ヘからヌについて、第８条の支給限度額管理の対象外の算定項目とする。 

訪問型

サービ

スＡ 

イ ６０分未満の利用《基本報酬》 

  ※週２回程度までの利用とする。 

 

224 単位 

(１回につき) 

事業対象

者 

要支援１ 

要支援２ 

ロ 初回加算 200 単位 

(１人につき１回) 

事業対象

者 

要支援１ 

要支援２ 

ハ 特別地域訪問型サービスＡ加算 

   

基本報酬に 15/100 を

乗じて得た単位数 



(１回につき) 

ニ 中山間地域等における小規模事業所加算 基本報酬に 10/100 を

乗じて得た単位数 

(１回につき) 

ホ 中山間地域等に居住する者へのサービス

提供加算 

基本報酬に 5/100 を

乗じて得た単位数 

(１回につき) 

ヘ  介護職員処遇改善加算(１回につき) 

 

 

（１） 介護職員処遇改善加算(Ⅰ) 所定単位の 137/1000 

（２） 介護職員処遇改善加算(Ⅱ) 所定単位の 100/1000 

（３） 介護職員処遇改善加算(Ⅲ) 所定単位の 55/1000 

ト  介護職員等特定処遇改善加算 (１回につき) 

 （１） 介護職員等特定処遇改善加算

(Ⅰ) 

所定単位の 63/1000 

（２） 介護職員等特定処遇改善加算

(Ⅱ) 

所定単位の 42/1000 

チ 介護職員等ベースアップ等支援加算 基本報酬に 24/1000

を乗じて得た単位数 

（１回につき） 

注１ イについて、事業所と同一建物の利用者又はこれ以外の同一建物の利用者２

０人以上にサービスを行う場合は、所定単位数に90/100 を乗じる。なお、建

物の範囲については、平成３０年度介護報酬改定後の訪問介護における取扱に

準ずる。 

注２ ヘについて、所定単位はイからホまでにより算定した単位数の合計。なお、

(Ⅳ) (Ⅴ)については、給付において廃止される同時期において廃止する。 

注３ ハからトについて、第８条の支給限度額管理の対象外の算定項目とする。 

 

通所介

護相当 

サービ

ス 

イ 週１回程度の利用《基本報酬》 

  (送迎及び入浴サービスを含む。) 

1,672 単位 

(１月につき) 

ただし、同一建物減

算(※)376単位 

事業対象

者 

要支援１ 



ロ 週１回程度又は週２回程度の利用《基本

報酬》(送迎及び入浴サービスを含む。) 

3,428 単位 

(１月につき) 

ただし、同一建物減

算 752単位 

事業対象

者 

要支援２ 

ハ 若年性認知症利用者受入加算 240 単位(1月につき) 事業対象

者 

要支援１ 

要支援２ 

 

ニ 生活機能向上グループ活動加算 100 単位(1月につき) 

ホ 運動器機能向上加算 225 単位(1月につき) 

ヘ 栄養アセスメント加算 50 単位(1月につき) 

ト 栄養改善加算 200 単位(1月につき) 

チ 口腔機能向上加算(Ⅰ) 150 単位(1月につき) 

リ 口腔機能向上加算(Ⅱ) 160 単位(1月につき) 

ヌ 事業所評価加算 120 単位(1月につき) 

ル 選択的サービス複数実施加算 

 (１)  運動器機能向上及び栄養改善 480 単位(1月につき) 

(２)  運動器機能向上及び口腔機能向上 480 単位(1月につき) 

(３)  栄養改善及び口腔機能向上 480 単位(1月につき) 

(４)  運動器機能向上、栄養改善及び口

腔機能向上 

700 単位(1月につき) 

ヲ 生活機能向上連携加算(Ⅰ) 100 単位(1月につき) 

ワ 生活機能向上連携加算(Ⅱ) 200 単位(1月につき) 

カ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ) 20 単位(1回につき、

6月に 1回を限度) 

ヨ 口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅱ) 5 単位(1回につき、6

月に 1回を限度) 

タ 中山間地域等に居住する者へのサービス

提供加算   

基本報酬に 5/100 を

乗じて得た単位数 

(１月につき) 

レ サービス提供体制強化加算  

 

 

 

(１) サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 

 (一)週１回程度の利用 

88 単位(1月につき) 事業対象

者 

要支援１ 



 

 

 

 

 

 

(２) サービス提供体制強化加算(Ⅰ) 

 (二)週１回程度又は週２回程度の利用 

176 単位(1月につき) 事業対象

者 

要支援２ 

(３) サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 

(一)週１回程度の利用 

72 単位(1月につき) 事業対象

者 

要支援１ 

(４) サービス提供体制強化加算(Ⅱ) 

(二)週１回程度又は週２回程度の利用 

144 単位(1月につき) 

 

事業対象

者 

要支援２ 

(５) サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 

(一)週１回程度の利用 

24 単位(1月につき) 事業対象

者 

要支援１ 

(６) サービス提供体制強化加算(Ⅲ) 

(二)週１回程度又は週２回程度の利用 

48 単位(1月につき) 事業対象

者 

要支援２ 

ソ 科学的介護推進体制加算 40 単位(1月につき)  

ツ 介護職員処遇改善加算(１月につき) 事業対象

者 

要支援１ 

要支援２ 

 (１)  介護職員処遇改善加算(Ⅰ) 所定単位の 59/1000 

(２)  介護職員処遇改善加算(Ⅱ) 所定単位の 43/1000 

(３)  介護職員処遇改善加算(Ⅲ) 所定単位の 23/1000 

ネ 介護職員等特定処遇改善加算等(１月につき) 

 (１)  介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) 所定単位の 12/1000 

(２)  介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) 所定単位の 10/1000 

ナ 介護職員等ベースアップ等支援加算 基本報酬に 11/1000

を乗じて得た単位数 

（１月につき） 

※同一建物減算…事業所と同一建物に居住する者又は同一建物から利用する者に指

定事業者による通所型サービスを行う場合に算定する。(以下この別表において

同じ。) 

注１ イ及びロについて、利用者の数が利用定員を超える場合又は看護・介護職員

の員数が基準に満たない場合は、所定単位数に 70/100 を乗じる。 



注２ ニ、ホにおける機能訓練指導員については、理学療法士、作業療法士、言語

聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機

能訓練指導員を配置した事業所で６月以上勤務し、機能訓練指導に従事した経

験を有するはり師、きゅう師を対象に含むものとする。  

注３ ヘの算定要件等については、平成３０年度介護報酬改定後の通所介護におけ

る栄養改善加算の取扱に準ずる。 

注４ ヌの算定要件等については、平成３０年度介護報酬改定後の通所介護におけ

る生活機能向上連携加算の取扱に準ずる。 

注５ ルの算定要件等については、平成３０年度介護報酬改定後の通所介護におけ

る栄養スクリーニング加算の取扱に準ずる。 

注６ カ及びヨについて、所定単位はイからワまでにより算定した単位数の合計。

なお、(Ⅳ) (Ⅴ)については、給付において廃止される同時期において廃止す

る。 

注７ ヲからヨについて、第８条の支給限度額管理の対象外の算定項目とする。 

通所型

サービ

スＡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 週１回程度の利用《基本報酬》 

  (送迎及び入浴サービスは別途加算として

算   

   定する。) 

169 単位 

ただし、同一建物減

算 71単位(１回につ

き) 

事業対象

者 

要支援１ 

ロ 週１回程度又は週２回程度の利用《基本

報酬》(送迎及び入浴サービスは別途加算

として算  

     定する。) 

179 単位 

ただし、同一建物減

算 71単位(１回につ

き) 

事業対象

者 

要支援２ 

ハ 送迎加算(片道) 47 単位 事業対象

者 

要支援１ 

要支援２ 

  

ニ 入浴サービス加算 50 単位 

ホ 若年性認知症利用者受入加算 53 単位(1回につき) 

ヘ 生活機能向上グループ活動加算 22 単位(1回につき) 

ト 運動器機能向上加算 50 単位(1回につき)  

チ 栄養改善加算 33 単位(1回につき) 

リ 口腔機能向上加算 33 単位(1回につき) 

ヌ 事業所評価加算 26 単位(1回につき) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ル 選択的サービス複数実施加算 

 (１)  運動器機能向上及び栄養改善 106 単位(1回につき) 

(２)  運動器機能向上及び口腔機能向上 106 単位(1回につき) 

(３)  栄養改善及び口腔機能向上 106 単位(1回につき) 

(４)  運動器機能向上、栄養改善及び口

腔機能向上 

155 単位(1回につき) 

ヲ 生活機能向上連携加算 44 単位(1回につき) 

ただし、トを算定し

ている場合には、22

単位(1回につき) 

ワ 栄養スクリーニング加算 

(６月に１回を限度とする。) 

5 単位(1回につき)  

 

カ 中山間地域等に居住する者へのサービス

提供加算   

基本報酬に 5/100 を

乗じて得た単位数 

(１回につき) 

 

ヨ  介護職員処遇改善加算(１回につき)   

  (１)  介護職員処遇改善加算(Ⅰ) 所定単位の 59/1000 

(２)  介護職員処遇改善加算(Ⅱ) 所定単位の 43/1000 

(３)  介護職員処遇改善加算(Ⅲ) 所定単位の 23/1000 

タ  介護職員等特定処遇改善加算等 (１回につき) 

 (１)  介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) 所定単位の 12/1000 

(２)  介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) 

 

所定単位の 10/1000 

レ 介護職員等ベースアップ等支援加算 

 

基本報酬に 11/1000

を乗じて得た単位数 

（１回につき） 

注１ イからニについて、利用者の数が利用定員を超える場合又は従事者の員数が

基準に満たない場合は、所定単位数に 70/100 を乗じる。 

注２ ヘ、トにおける機能訓練指導員については、理学療法士、作業療法士、言語

聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機

能訓練指導員を配置した事業所で６月以上勤務し、機能訓練指導に従事した経



験を有するはり師、きゅう師を対象に含むものとする。  

注３ チの算定要件等については、平成３０年度介護報酬改定後の通所介護におけ

る栄養改善加算の取扱に準ずる。 

注４ ヲの算定要件等については、平成３０年度介護報酬改定後の通所介護におけ

る生活機能向上連携加算の取扱に準ずる。 

注５ ワの算定要件等については、平成３０年度介護報酬改定後の通所介護におけ

る栄養スクリーニング加算の取扱に準ずる。 

注６ ヨ及びタについて、所定単位はイからカまでにより算定した単位数の合計。

なお、(Ⅳ) (Ⅴ)については、給付において廃止される同時期において廃止す

る。 

注７ カ及びタについて、第８条の支給限度額管理の対象外の算定項目とする。 

通所型

サービ

スＣ 

開催１回あたり《基本料金》 

   

20,000 円  事業対象

者 

要支援１ 

要支援２ 

開催１回あたり《人数割額》 

 

利用者１人につき

1,000 円 

注１ 利用者が、通所介護事業者の従事者によるサービス又は介護予防短期入所生

活介護、介護予防短期入所療養介護、介護予防特定施設入居者生活介護、介護

予防小規模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を受

けている間は、通所型サービスＣに係る費用は、算定しない。 

介護予

防ケア

マネジ

メント 

指定事業者・住民主体によるサービス(１月につき) 事業対象

者 

要支援１ 

要支援２ 

 ケアマネジメントＡ《基本報酬》 438 単位 

ケアマネジメントＡ《初回加算》 300 単位 

ケアマネジメントＢ《基本報酬》 330 単位 

ケアマネジメントＢ《初回加算》 300 単位 

ケアマネジメントＢ《担当者会議開催加

算》 

100 単位 

ケアマネジメントＢ《モニタリング加算》 50 単位 

ケアマネジメントＣ《基本報酬・初回加

算》 

500 単位 

委託連携加算 300 単位 

短期集中事業(1月につき) 事業対象



 通所型サービスＣ 《基本報酬》 

 

1 人あたり 2,060 円 者 

要支援１ 

要支援２ 

 別表第１に掲げるものの内容、算定要件及び取扱等については、平成３０年度介護報酬改定

前の指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成１８年厚生労働省告示

第１２７号)、指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施

上の留意事項について(平成１８年３月１７日老計発第０３１７００１号・老振発第０３１７

００１号・老老発第０３１７００１号、厚生労働省老健局計画・振興・老人保健課長連名通

知)及び地域支援事業実施要綱（平成１８年６月９日老発第０６０９００１号厚生労働省老健

局長通知「地域支援事業の実施について」別紙）に準ずるものとする。 

 


